
大 会 宣 言 
　３月11日に発生した東日本大震災から半年が経過した。死者・行方不明者は２万人に及び、被災地の復旧・復興の道のりは未だ険しく、福島第一原発事故は収束どころか放射能汚染が広域かつ深刻に拡大している。
しかし、こうした中で政治は国民の期待に応えられず混迷を続けてきた。９月２日には野田新政権が誕生したが、政府・与党は一刻も早い復旧・復興、原発事故の収束と放射能汚染対策に全力をあげるとともに、政権交代の原点に立ち返り、格差社会からの脱却、国民の雇用と所得の安定を進めるべきである。そしてこれからの日本を原子力に依存しない安全な社会、弱肉強食でなく支え合う安心の社会として創り上げなければならない。私たちはこうした立場で、政府・与党に対して政策・制度要求を進めるとともに、自らもそのための運動を強める決意を固める必要がある。
今定期大会では２日間の討論を通じて、以下の重要課題に全体で取り組むことを確認した。
　第一に、国家公務員制度改革関連四法案の早期成立と地公の同時決着を求めるとともに、来るべき労働協約締結権回復を見据えた単組の組織力・交渉力を強化することである。法案が成立すれば、いよいよ2013年から人事院勧告がなくなり、交渉によって賃金・労働条件を決定していくこととなる。残された時間は少ない中で「要求－交渉－妥結－協約締結」の基本サイクルを早急に全単組で確立していかなければならない。このことを念頭に単組・地本・道本部が連携を強め、当面する諸闘争を通じて取り組みを進めよう。
第二に、当面する2011賃金確定闘争、現業公企統一闘争を推進し、2012国民春闘へと継続させていく取り組みである。５月に妥結した国公給与引き下げ措置は、公務員制度改革確立との同時決着を前提としており、「地方公務員への影響を遮断」する総務大臣答弁の履行をしっかりと求めるたたかいを進める。また、公共サービス部門の安易な民営化と現業切り捨てに反対するとともに、連合に結集する仲間とともに地域労働者総体の賃金改善と生活の底上げを勝ち取る2012国民春闘へと引き続くたたかいを進めよう。
　第三に、組織強化と拡大の取り組みである。この間取り組んできた臨時・非常勤等職員の処遇改善・雇用安定を求める署名をいかして、さらに取り組みを強めていかなければならない。また、政府公式見解が示され消防職員の団結権回復が近づく中、北海道消防職員協議会と連携しながら自主組織づくりの取り組みを進める。これら臨時・非常勤等職員と消防職員の組織化をはじめ、公共サービスに携わるすべての労働者の総結集に全力をあげなければならない。
第四に、自治体財政確立と自治・分権の推進である。道内自治体の財政状況は依然として厳しい状況にある。自治体の財政分析や政策要求に取り組むとともに、４月に成立した地域主権関連三法、８月に成立した第２次一括法への対応を進め、公共サービスの拡充と真の地方分権の実現にむけ、全力で取り組みを進めよう。
　第五に、脱原発の取り組みである。核と人類は共存できないことがあらためて明らかとなったいま、原子力に頼らない社会を作り上げることは、現世代の責務である。すべての原発の廃炉とエネルギー政策の転換を求め、広く道民・国民世論を喚起しながら、署名の取り組みを中心とした『さようなら原発1000万人アクション』を成功させよう。
自治労北海道本部は今大会での真摯な討論をもとに、６万組合員の団結をさらに固め合い、自治労運動の前進と安心・安全・信頼の社会実現に向け、総力をあげてたたかうものである。
　以上、宣言する。
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